
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 以前より特別徴収を実施していて、特別

徴収義務者の指定番号がある事業所は記

入してください。令和８年度から初めて

特別徴収義務者となる場合は記入不要で

す。 

 

                           ②特別徴収仕切表の特別徴収者数を

記入してください。 

 

                           ③普通徴収切替理由書の合計人数を

記入してください。 

                           

 

 

※ｅＬＴＡＸ提出の場合は、特別徴収と普通徴収の人数記載欄はないため、内訳の入力は不要です 

が、給与支払報告書（個人別明細書）の提出区分を選択し、普通徴収の場合は摘要欄には、該当 

する普通徴収切替理由の記号略語を記入してください。（記号略語については裏面の普通徴収切 

替理由書の記載ポイントを御覧ください。） 

 

〇高原町への報告人員 

 「高原町への報告人員」の数と添付する個人別明細書の枚数が一致しているか必ず確認してくだ

さい。個人別明細書の提出枚数は、１人につき１枚です。 

 

 

 

 

 

 

裏面へ続きます 

 

 

 

 

 給与支払報告書（個別明細書）の記載方法については、国税庁の「令和７年分給与所得者の源

泉徴収票等の法定調書の作成と提出の手引」を御覧ください。 

① 

給与支払報告書（総括表・仕切表）の記入について 

② 

③ 

 給与支払報告書（総括表）の記載ポイント 



※ 区 分

※ ※　種　　　　別　　

従人有Ｃ

円Ｐ 円円Ｏ

人Ｌ 人Ｍ従有

(電話)氏名又は名称

支
 

払
 

者

(摘要)に前職分の加算額、支払者等を記入してください。

住所(居所)
又は所在地

(摘要)

Ｎ内 円

社会保険料等の金額 生命保険料の控除額 地震保険料の控除額 住宅借入金等特別控除の額

人

その他 特　別 その他

従人 従人 人人Ｊ 内Ｋ

円 内 円

配 偶 者 特 別
控 除 の 額

16歳未満
扶養親族

の数

障 害 者 の 数
(本人を除く。 )

老 人

(配偶 者を 除く 。 )

特　定 老　人

控除対象扶養親族 の数

源 泉 徴 収 税 額

 　内

種　　　　別 支　払　金　額 給与所得控除後の金額 所得控除の額の合計額

円 円

(役職名)
住
　
　
所

氏

名

Ｂ

Ｅ Ｆ 人Ｇ 内Ｈ 人Ｉ円

(個人番号)

(受給者番号)

(フリガナ)

※※　　　 　整  理  番  号

控 除 対 象

配 偶 者

支 払

を受け

る 者

非居住者

である

親族の数

個人番号又は
法 人 番 号

給
与
支
払
報
告
書(

個
人
別
明
細
書)

Ａ

普Ａ 

 

 

 

既退職者や退職予定者（５月 31 日までに退職予定）など、令和８年６月分から特別徴収を行うことがで

きない従業員がいる場合は、普通徴収切替理由書を必ず提出してください。なお、普通徴収切替理由書以外

での普通徴収は認められません。 

提出がない場合、普通徴収として取り扱う従業員の方が確認できないため、特別徴収となりますので御注

意ください。 

                        

普通徴収切替理由について 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

普通徴収となる従業員の個別明細書の摘要欄 

には、普通徴収切替理由記号略語（普Ａ、普Ｂ 

など）を記入してください。記入がない場合、 

特別徴収対象者として取り扱います。 

 

※従業員本人、配偶者及び扶養親族全員の個人 

 番号（マイナンバー）を必ず記載してくださ 

 い。 

 

※ｅＬＴＡＸの場合は普通徴収切替理由書の提 

 出はありません。 

 

 

 

 

 社会保障・税番号制度の施行に伴い、平成 29 年度分以後の給与支払報告書（総括表・個人別明細書）に

ついては、法人番号・個人番号の記載が必須となっています。 

【従業員等の個人番号について】 

 事業主（給与支払者）が従業員等から個人番号を収集する際には、法令に基づく「本人確認」が必要とな

ります。本人確認は、「番号確認」と「身元確認」に分類され、それぞれの確認に必要な書類が定められてい

ますので、本人確認を行ってください。 

【個人事業主（給与支払者）の個人番号について】 

 個人事業主（給与支払者）は、給与支払報告書（総括表）に事業主（給与支払者）の個人番号を記載して

ください。 

 

 

 

 

記号略語 普通徴収切替理由 

普Ａ 他の事業所で特別徴収（乙欄該当者） 

普Ｂ 
給与が少なく税額が引けない（年間の給与支給

額が 100万円以下） 

普Ｃ 給与が毎月支給されない（不定期支給） 

普Ｄ 退職者・退職予定者（５月末）及び休職者 

普Ｅ 
常時２人以下の家事使用人にのみに給与を支払

う場合 

 普通徴収切替理由書の記載ポイント 

 個人番号・法人番号の記載について 


